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学校教育は今大きな転換期をむかえている。その中でも，情報化や国際化への対応は最も大きな課
題である。高度情報化社会への適応と学校教育の質的改善を目的とした情報教育に対しては，教育関
係だけでなく，経済界からも注目を集めている。
この流れは，日本だけでなく，諸外国においても同様である。情報教育を進めるために，環境整備
に力を注いでいる国が多く，学校へのコンピュータの設置はもちろんのこと，全学校をインターネッ
トに接続しようという動きが活発になっている。我が国では平成13年までに全公立学校をインターネッ
トに接続する計画が発表されている。
今後，小学校，中学校及び高等学校で実施される新学習指導要領では，学校裁量で教科横断的。総
合的な学習を行う時間として，総合的な学習の時間が設けられた。各学校が地域や学校及び児童。生
徒の実態に応じて，国際理解や外国語，情報，環境，福祉。健康等をテーマとした総合的な課題や，
それぞれの地域や学校の特色に応じた課題について学習活動をすることになっている。また，高等学
校では「情報」が新たな教科として取り入れられ，情報に関する知識，理解，態度を育成することを
目的として学習が進められる。
各学校は，教授活動を効率化。活発化させ，児童。生徒が社会の情報化。国際化に対応できる能力
を身につけさせるためのコンピュータやインターネットの利用法について検討する必要がある。特に，
各学校がインターネットに接続できるようになることで，学校が他の学校のみならず企業や研究機関
等の組織と協同で教育活動を行うことが可能になる。
本論文ではある教育目標を達成するために，なんらかの提携を作り出すことの必要性に注目し，こ
れを教育ネットワークとよぶことにする。
さて，このような教育ネットワークの構築に際してはさまざまな問題が発生する。その最も大きな
問題点はネットワークを形成するために必要な費用である。その費用は通常１つの組織で負担するこ
とは難しく，費用をどのように負担するかが大きな課題になる。さらに費用分担を行おうとすると，
組織間で利害の対立が生じることが予想されるため，自発的なネットワークの構築を期待することは
難しい。したがって，構築費用の分担方法についてのルール作りを行い，早急にそれを提案する必要
がある。
教育ネットワークをはじめとするネットワークの構築に関する研究はさまざまな点から研究されて
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いるが，ネットワークの構築のための費用の分担方法をめぐってはほとんど研究がなされていないの
が現状である。そこで，教育ネットワークの構築のための費用分担問題をテーマとして，協力ゲーム
の手法を用いて，費用負担の方法を提案する。
まず，第１章ではこれまでの情報教育の変遷と，現在の状況についてまとめる。次にこれまで多く
の研究がなされているCAI教育について考える。筆者が開発して実際に実践を試みたCAI教育の事
例を通して，実際の生徒の反応や教師の対応の様子について述べる。そして，教育効果を測定する方
法として利用されているメタ゜アナリシス分析によって，CAI学習が教育効果をあげていることを文
献から明確にし，学校現場でCAI教育の有効性を示す。
このCAI教育では，生徒の学習の自動化が行われることに目を向けるのではなく，教師と生徒と
の１：１の対話場面が増えるというチュータリング効果に着目すべきであることを指摘する。CAI学
習の際に記録される学習履歴の即時分析を取り入れてチュータリング効果をさらに上げる学習指導の
事例を提案する。また，コースウェアの改善を容易にすることができるような評方法について述べる。
また，このような学習ソフトウェアを開発する上で，高額な開発費用と高度な情報技術の必要性から，
各学校で学習ソフトウェアを独自で開発することの難しさを指摘する。
CAIコースウェアを初めとする学習ソフトウェアを開発する上で，学校，企業等が連携して教育ネッ
トワークを構築し，学習ソフトウェアを開発することの意義について述べる。さらに，複数の組織が
共同で活動する場合に，誰がどのような負担をするかという点についてはほとんど議論されていない
ことを指摘する。
第２章ではインターネットの教育利用について考える。インターネットの教育利用は，情報化への
対薑応と国際化への対応のための手段として注目されているが，前述したように情報技術への対応から
授業計画，実践までを－人の教師がすべてすることは容易なことではない。
まず，複数の教師が作業分担をしたり，外国の教育機関との連携を図ったりしながら，協力して情
報教育に取り組む必要があることを述べる。次に，インターネットの教育利用に対して教師の意識に
違いがあることをアンケート結果から示し，協同作業の難しさを指摘する。また，国内と国外の学校
が共通の教育目標を作り，活動することはカリキュラムの違いや評価に対する考え方の違いから容易
ではないことを，英国の教育システムを例に挙げることによって指摘をする。
そこで，教師や生徒が協同で学習環境を作り，お互いの教育目標を達成できる協同学習プロジェク
トについて述べる。これは筆者が10年前から取り組んでおり，外国の教育機関と共同で改善を重ねな
がら進めている事例である。このような体制を作ることによって教育ネットワークが構築され，教師，
生徒，エキスパートの協同活動が可能になる。これによって学習指導の１幅を広げることができる。
インターネットが全学校に敷設され，各学校がこれを教育の場で積極的に活用しようとしたとき，
学校，企業，地域が参加する教育ネットワークを構築する必要性が生じてくる。しかしながら，この
ような教育ネットワークを構築するためには，さまざまな費用が発生し，それをどのように負担する
かが問題となってくる。早急にルール作りをして費用の負担方法を提案しなければ，ネットワーク構
築が促進されないことを指摘する。
第２章では，最近の社会現象や社会的基盤についての議論の中で，盛んに「ネットワーク」という
言葉が利用されているが，全体としての明確な定義がなされていないため，ネットワークに対して数
学的に表現をし，グラフ（graph）を使って統一的な表現を与えることが可能であることを示した。
また，ネットワークの構築。運営に関わって発生するさまざまな問題について考察を行い，ネット
ワーク構築の費用負担の問題へ言及した。ネットワークの構築方法や運営に関する問題は，グラフ理
論による最短路問題で，最大フロー問題として定式化でき，これらは|幅広く研究がなされているが，
ネットワークの構築費用の分担方法をめぐってはほとんど研究がなされていない。このような問題を
考えることは重要であることを示し，その考察にあたってはゲーム理論が有効であることを述べた。
次に，費用分担問題の分析手法として使用するゲーム理論について整理をする。複数の意思決定者
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が，ある目的の実行のために相互に依存しあう状況があるとき，各意思決定者はどのような行動（戦
略）をとるのが望ましいか，あるいは，どのような行動をとると予想されるかを，数理的モデルで表
現し，各意思決定者の行動を分析する理論について説明をする。
ゲーム理論には大きく協力ゲームと非協力ゲームに分かれるが，協力ゲームの基本的なモデルであ
る提携形ゲームについて，特性関数の定義，特性関数の性質，ゲームの解とコアの理論，限界貢献度
とシャープレイ値の関係，費用分担問題とその定式化について説明を行う。
第３章では，ネットワークシステム構築における費用分担問題についてモデル化を行い，費用分担
方法を提案した。まず，ノードが２つのネットワークの構築を考える。いま，互いに距離的に離れた
ところに，ノードが複数あるとする。それぞれのノードは独自の価値を保有しているとする。これら
のノードがネットワークを形成することによって，ユーザーはネットワークに属するノードの価値を
全て利用できるようになるとしよう。ただし，ネットワークシステムを構築するためには，莫大な建
設費用がかかり，共同で費用分担をする必要がある。このとき，ノード間でどのように費用分担をす
るのが望ましいであろうか。
ここでは，２つのノードが協力してネットワークシステムを構築したときの費用分担問題を協力ゲー
ムとして定式化した。
各ノードは意思決定者であり，プレイヤーと考える。２つのプレイヤー１，２が建設費用ｃをかけ
て接続を行い，ネットワークシステムの構築をする。プレイヤー１が保有する価値を９１で表し，プ
レイヤー２が保有する価値を９２で表す。これらの量はすべて非負の実数とする｡さらに各プレイヤー
の価値に対する効用を貨幣表示した関数を，Zn(9,,92),"2(9ﾙリ2）によって定義する。このとき，ネット
ワークシステム構築前の各プレイヤーの価値に対して，プレイヤー’と２が持つ効用関数はそれぞれ
Ｚｎ(q1,0),"2(0,92）である。
次にプレイヤーがネットワークシステム構築事業に参加したとして，その建設費用がｃであったと
する。そのときネットワークシステム構築によって，各プレイヤーの保有情報に対する効用関数は，
それぞれZ`|(91,92),"2(9､９２）になる（図１)。
ネットワークモデルを協力ゲーム理論を利用して表現し，各ノードのネットワーク形成によって獲
得できる利得分の負担とネットワークへの貢献分による費用の軽減を考慮に入れた費用配分解を示し
た。
ｅ,をネットワークシステム構築がなされたときに，プレイヤー２のユーザーがプレイヤー’に対し
て見いだす評価額とし，ｅ２をプレイヤー’がネットワーク２に対して見いだす評価額とすると，シャー
プレイ値による費用配分解は次式で表される。
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この解は，各ノードの価値及びユーザー－人あたりのノードの価値をできるだけ高め，かつできる
だけユーザー数を多くすることによって，費用負担を低くできることを示した。各ノードには自己の
価値を高め，生産，蓄積して，ユーザー数を増加させることのインセンティブになるという点で，ネッ
トワークの発展には望ましい費用分担方式であると言える。
さらに，ネットワークへの貢献度はシャープレイ値と一致することから，３つのノードからのネッ
トワーク構築に関してもシャープレイ値を利用して費用配分解を提案した。リング状，ツリー状など
いくつかの違った形態を持つネットワークシステムの構築費用についても検討を加えた。
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図１：ネットワークシステム形成後の各プレイヤーの保有価値
第５章では，第４章で提案をした費用分担方法の教育分野への適用を試みる。教育分野での利用価
値が高まっているテレビ会議を利用して，複数の学校が会話をするときに，発生する通信費用をどの
ように分担するのが望ましいかを考える。
Abstract
lnthispaperwedescribcdthedevelopmentoflCTEducatlonwithsevcraleducationalconnections，
whicharecalledEducationalNetWorks・ＷｅｐｒｅｐａｒｅｄｔｈｅＣＡＩｃｏｕｒｓｅｗａｒｅｆｂｒｄevelopmgtheinteraction
betweenatcacherandsmdents
Furthennorewedescribedthenecessityofcollaborativewo1kusingacomputernetworkThoughthe
useofEducationalNetwolkenablesschoolstocollaboratewithoneotherunderthelnternetcnvironment，
ｗｅｍｕｓｔｎｅｇｏｔｉａｔｅｗｈｏｐａｙｓｔｈｅｃｏｓｔｏfthenetworkconstruction，Wedefinethesecostproblemsascost
allocationsamongsystemsaccordiｎｇｔｏｔｈｅｒｕｌｅｏｆｔｈｅｂｅｎｅｆｉｔｐｒmciple
ThisconstructionofnetwolksystemsenablesuserswhobelongtｏｏｎｅｓｙｓｔｅｍｔｏｇｅｔｖａｌｕｅｓｈＤｍｔｈｅ
ｏｔｈersystemsInthesenetworksystemsthevalueisdetenninedbyutilitieswhichthesystemsareable
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学位論文審査結果の要旨
情報化。国際化に対応した教育をめざした情報教育では，「総合的な学習」の時間や高等学校教科
｢情報」の時間などで，積極的にコンピュータやインターネットなどの情報技術を活用することが要
求されている。すなわち，学習ソフトウェアを授業で活用したり，インターネットを利用して情報化
社会に対応できる児童・生徒を育成することが求められるようになった。しかしながら，その一方で，
高額な開発費用と高度な情報技術の必要性から，各学校でＣＡＩ（ComputerAssistedlnstruction）のよ
うな学習ソフトウェアを単独で開発することは非常に困難なのが現状である。また，教師の情報教育
に対する意識が大きく異なっていたり，外国の教育機関との連携をとろうとしても教育システムが異
なるために，インターネットを活用した教育が推進されていないのが現状である。
本論文では，このような状況を踏まえた上で，情報教育を推進するためには，学校，企業，研究機
関，そして行政組織などが提携を結んで教育ネットワークを構築し，共同で情報教育に取り組むこと
の必要性とネットワーク構築の際に発生する費用の分担問題が考察されている。
このため，第１章では，これまで多くの研究がなされているCAIを用いた学習の有効性について
検証が行われている。特に，メタ。アナリシスの手法を用いて，CAIの有効性を実証するとともに，
筆者自身が開発したCAI学習ソフトウェアを用いて，その有効性とその理由について丁寧に考察さ
れている。すなわち，CAI学習ソフトウェアが有効であるためには，生徒と教師のコミュニケーショ
ン（チュータリング）が確保されていることが重要であると論証している。さらには，CAIを用いた
際に発生する生徒の学習履歴を保存し，それを分析することによって生徒の特性を調べることが可能
となり，さらにCAIソフトウェアの評価が可能になることが分析されている。筆者は，高等学校で
の数学の授業に自分で開発したCAIソフトウェアを用いて，その結果を丁寧に分析し，CAIの有効
性を主張している。
ところで，CAI学習ソフトウェアを作成するためには多くの専門家の知識，技術そして膨大な費用
が必要とされる。この費用の分担をめぐって，機会主義的な行動が予想されるために，教育ネットワー
クの自発的な形成は不可能であり，したがって，効果的なCAIソフトフェアの作成も困難となる。
このことから，費用分担問題の重要性を強調している。
第２章では，インターネットを利用した情報教育を行う際に発生する問題点が，教師のインターネッ
ト教育に対する意識調査（アンケート調査）を通して明らかにされている。特に，ＡＨＰ（階層的意思
決定法）的な手法とクラスター分析を用いることによってインターネット利用教育に対する意識の違
いを明らかにし，インターネットの利用によって可能となる共同学習が自発的には促進されないこと
が明らかにされる。さらに，外国の教育機関との共同学習を考えるとき，学習指導要領や教育目標の
違いなどの問題点が指摘されている。これらの問題を解決するためには，学校，地域，そして行政組
織などが提携したネットワーク構築の必要性が強調される。さらに，富山商船高等専門学校と北アイ
ルランドの間でインターネットを利用した共同学習システムの構築を行い，共同学習の可能性とその
有効性が考察されている。
第１，２章では，教育ネットワークの構築の必要性が実証的に検証されたが，第３章と第４章では，
ネットワーク構築の際に発生する費用の分担方法について理論的な考察が行われている。第３章では，
ネットワークを数理モデルとして表現するための手法としてのゲーム理論とネットワークの定義が丁
寧に与えられている。第４章では，ネットワーク構築の際に発生する費用の分担方法とその性質が分
析されている。ここでは，協力ゲームの理論を用いて費用分担方法の一般的な規則が与えられている。
第５章では，近年，教育分野での利用価値が高まってきているテレビ会議を利用して，複数の学校
が会話をするときに発生する通信費用の分担方法が分析されている。この場合，通信費用が，ネット
ワーク構築費用として扱われている。
本論文は，筆者自身がアンケート調査や実験実習を行うことによって豊富な資料を収集。整理し，
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そのデータの分析に基づいて情報教育における教育ネットワークの必要性が導かれているために，高
い説得力をもっている。さらに，これまでネットワークの構築に関する問題は，(1)ネットワーク構築
費用の最小化（最短費用問題，最短経路問題等)，(2)ネットワーク上を流れる財の最大化（最大流量
問題)，(3)巡回セールスマン問題，さらには(4)ネットワークの信頼性等が主要なものであり，本論文
で分析された費用分担方法に関する研究は，これまでほとんど見当たらない。しかしながら，これは
重要な問題であることは明らかである。実際，教育ネットワークを含め，多くのネットワークは，公
共財的性格を強く保有しているため，いわゆる’フリー。ライダー問題，あるいは囚人のジレンマ的
状況が発生し，ネットワークは構築されないであろう。この意味において，本論文は非常に独創的な
ものであり，さらにここで提案された費用分担問題は，あらゆるネットワーク的な構造を持った問題
の費用分担問題に対しても適用可能であり，この分野におけるパイオニア的なものになると考えられ
る。
以上の理由によって，本審査委員会は，本論文が博士（学術）を授与するに十分値するものと全員
一致で判断した。
なお，本論文の審査にあたって，提出された論文の性格から，計算機科学および教育工学の研究を
専門とする金沢大学大学院自然科学研究科の田子精男教授を審査委員に加えて審査委員会を構成した
ことを付記する。
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